
社会保険労務士制度について

１ 社会保険労務士制度の概要
(1) 社会保険労務士制度は、社会保険労務士法（昭和 43 年法律第 89 号）に基づく制度

である。
(2) 社会保険労務士となるためには、社会保険労務士試験の合格者等により社会保険労

務士となる資格を有する者が、全国社会保険労務士会連合会に備える社会保険労務士
名簿に登録を受けることが必要であり、登録と同時に、都道府県社会保険労務士会の
会員となる。

(3) 社会保険労務士及び社会保険労務士法人の業務は、次のとおりである。
① 労働社会保険諸法令に基づく申請書等及び帳簿書類の作成
② 申請書等の提出代行
③ 申請等についての事務代理
④ 事業における労務管理その他の労働に関する事項及び労働社会保険諸法令に基づ
く社会保険に関する事項について、裁判所において、補佐人として、弁護士である
訴訟代理人とともに出頭し、陳述をすること

⑤ 都道府県労働局及び都道府県労働委員会における個別労働関係紛争のあっせん手
続の代理

⑥ 都道府県労働局における障害者雇用促進法、男女雇用機会均等法、パート労働法
及び育児・介護休業法の調停の手続の代理

⑦ 個別労働関係紛争について厚生労働大臣が指定する団体が行う裁判外紛争解決手
続における当事者の代理（紛争価額が 120 万円を超える事件は弁護士との共同受任
が必要）

⑧ 労務管理その他の労働及び社会保険に関する事項についての相談及び指導
このうち、①～③の業務については、社会保険労務士又は社会保険労務士法人でな

い者は、他人の求めに応じ、報酬を得て、業として行ってはならないこととされてい
る。また、④の業務については、社会保険労務士又は社会保険労務士法人の社員若し
くは使用人である社会保険労務士が行うことができることとされている。
なお、⑤～⑦の業務については、紛争解決手続代理業務試験に合格し、社会保険労

務士名簿にその旨の付記を受けた社会保険労務士（以下「特定社会保険労務士」とい
う。）及び特定社会保険労務士が所属する社会保険労務士法人以外は、他人の求めに
応じ、報酬を得て、業として行ってはならないこととされている。

２ 社会保険労務士試験の実施
社会保険労務士の試験は、昭和 44 年度から毎年１回実施しており、平成 29 年度まで

49 回の試験を実施している。
なお、試験の期日等は、毎年４月 30 日までに官報により公告される。
第 49 回試験は次のとおり実施された。

(1) 受 付 期 間 平成 29 年４月 17 日（月）から平成 29 年５月 31 日（水）まで
(2) 試 験 日 平成 29 年８月 27 日（日）
(3) 試 験 地 北海道、宮城県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

石川県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、
香川県、福岡県、熊本県、沖縄県の 19 都道府県

(4) 試 験 科 目 労働基準法及び労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、雇用保険法、
労働保険の保険料の徴収等に関する法律、健康保険法、厚生年金保険法、
国民年金法、労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識

(5) 合格発表日 平成 29 年 11 月 10 日（金）

３ 社会保険労務士の団体
社会保険労務士法に基づき、会員の品位を保持し、その資質の向上と業務の改善進歩

を図るため、都道府県ごとに社会保険労務士会、全国に一つ全国社会保険労務士会連合
会が設立されている。
なお、全国社会保険労務士会連合会は、平成 12 年から、社会保険労務士試験の試験事

務（合格の決定に関する事務を除く。）を行っている。
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